制限付き一般競争入札（事後審査型）
	配　布　資　料


１　入札公告
２　提示資料
· 入札参加申込みされる方へ
· 工事費内訳書の提出及び特約事項の追加について
· 注意事項
３　様式等
兵庫県阪神北県民局総務企画室総務防災課財務担当
入札参加申込みされる方へ
１　設計図書（設計書、仕様書、図面等）に関する注意事項
　　図面表示の縮尺は紙原稿のものですが、紙原稿を県のホームページの添付ファイルに変換する際に紙原稿を縮小している場合があります。したがってダウンロードにより取り出した図面の縮尺と、紙原稿の縮尺が一致しない場合がありますので、ご留意ください。
２　入札参加申込みに関する注意事項
入札参加申込書は、電子入札システムを使用して送信してください。入札参加申込書の送信に当たっては、時間的な余裕をもって提出期間内に送信作業を行ってください。
なお、入札参加の申込みに使用するＩＣカードは、電子署名及び認証業務に関する法律に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行したもので、かつ兵庫県建設工事入札参加資格者名簿に登録された代表者又は受任者の名義で取得して、そのＩＣカード情報を兵庫県の電子入札システムに登録したものとします。
また、入札参加申込書は、入札公告に掲げる入札参加資格要件を全て満たしているかを十分に確認した上で、送信してください。

３　入札参加資格の確認
入札参加申込書を送信し、電子入札システムにおいて自動発行される参加申込書受付票を確認した方は、入札に参加することができます。
４　入札に関する注意事項
(1) 入札に当たっては、入札公告及び入札公告と併せて県のホームページに掲示した注意事項の内容をよく確認してください。
なお、県のホームページ掲示中に、掲示内容のダウンロード等を済ませてください。
(2) 入札書の送信に時間を要することがあるので、時間的な余裕をもってなるべく午前中に送
信作業を行ってください。
　　　なお、送信後は受信確認を行い、入札書受信確認通知を印刷して保管しておいてくださ
い。
　　 また、入札書の入札金額を誤って送信した場合には修正することができませんので、必ず
入力した入札金額に誤りがないかについての確認を済ませた上で送信してください。
(3) 電子入札手続を進めるに当たって、即時に対応していただかなければならない場合がありますので、開札開始時刻の10分前から電子入札に関する一連の手続が完了するまでの間、入札者が電子入札に使用する電子計算機の近辺で待機し、随時、手続の進行状況を確認してください。
なお、入札手続の進行状況は、電子入札システム画面の「最新表示」ボタンをクリックして確認してください。
※　再度入札を実施する場合、再度入札書の提出締切時刻は前回開札時刻の概ね30分後となります。
(4) 第１回目の入札金額に対応した工事費内訳書を、入札書に添付して提出してください。工事費内訳書の様式については、原則、入札情報サービスの公告文書等で情報提供している「工事費内訳書に活用できる様式」を利用してください。
(5) 総合評価落札方式の際に提出を求めている技術資料様式集については、必ずExcelで提出してください。(Excel以外で提出した場合は「無効」になります。)
(6) 添付資料の送信可能サイズは10MB以内、１ファイルのみです。容量が大きい場合や複数のファイルをまとめて送信する場合は、ファイルをZIP形式(ﾌｧｲﾙ名.zip)で圧縮してください。ただし、自己解凍方式は認めません。※　表紙の押印は不要です。
(7) 入札公告から契約締結（県と契約の相手方双方が契約書に記名押印を行う）までの間で、入札の公平性を保つことができない恐れがある事象が発生した場合は、入札手続きの中止や落札決定の取消しを行う場合があります。
	入札・契約事務に関する問い合わせ先
兵庫県 阪神北県民局 総務企画室 財務担当
〒６６５-８５６７　宝塚市旭町２丁目４番１５号
電話：０７９７－８３－３１１２（代表）内線２３１　　

	電子入札システムに関する問い合わせ先
兵庫県 電子入札ヘルプデスク
電話０５７０－０１－１３１１


入札参加希望者各位
兵庫県
契約担当者
兵庫県阪神北県民局長　小野山　正
工事費内訳書の提出及び特約条項の追加について
　　　　　下記についてご承知の上、入札に参加してください。
記
１　工事費内訳書の提出
入札に関する条件として工事費内訳書の提出を求めているため、所定の場所に所定の日時までに工事費内訳書を提出できない方は、入札に参加できないこととなります。
工事費内訳書の様式については、原則、入札情報サービスの公告文書等で情報提供している「工事費内訳書に活用できる様式」を利用してください。
なお、任意の様式にて提出される場合は、県が事前に公表している金抜設計書のすべての項目について記載されていることを原則とします。
積算については、自己積算を原則としますので、自己積算していない方、他者に自らの工事費内訳書の内容等を漏らした方も入札に参加できません。
また、自らが提出した工事費内訳書の内容に他者の提出したものと一致又は近似する部分がある場合において、その理由、具体的な積算方法及び自己積算していることのいずれかを明らかにすることができない方も、入札に参加できないこととなるので特に注意してください。
さらに、入札参加者はお互いに競争しなければならない関係にあるため、他の入札参加者に対して見積書を交付する等の行為を行わないようにするとともに、落札者から他の入札参加者に対して本件入札に係る業務を委託する等の行為は、極力、避けてください。
なお、手持ち業務が多数あるために対応できない場合、設計図書の内容を確認して自己積算できないことが明らかになった場合、他の入札参加者からの見積依頼に応じた場合等において、入札に参加することを辞退したとしても、辞退した方に不利益が及ぶことはありません。
２　特約条項の追加
　　　この入札に関して、契約書に別紙記載のとおり「特定の違反行為に関する特約条項」を追加することとなります。
別紙
特定の違法行為に関する特約条項
（発注者の解除権）　
１　発注者は、受注者又は受注者が代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用していた者が、この契約の入札に関して地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項第２号に該当すると認めたときは、この契約を解除できる。この場合においては、建設工事請負契約書第54条第２項及び第６項の規定を適用する。

　（解除に伴う措置）

２　前項の規定による解除に伴い、受注者に損害が生じたとしても、受注者は発注者に対してその損害を請求することはできない。

３　第１項の規定によりこの契約が解除された場合においては、建設工事請負契約書第53条の規定を適用し、同条第３項及び第８項中「第47条の規定」を「特定の違法行為に関する特約条項第１項」と読み替える。

　（賠償の予約）

４　受注者は、受注者（受注者を構成事業者とする事業者団体を含む。）又は受注者が代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用していた者が、この契約の入札に関して次の各号のいずれかに該当したときは、請負代金額の10分の２に相当する額を賠償金として発注者が指定する期間内に発注者に支払わなければならない。工事が完成した後も同様とする。

　(1) 刑法（明治40年法律第45号）第96条の６による刑が確定したとき。

　(2) 刑法第198条による刑が確定したとき。

　(3) 公正取引委員会が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第61条第１項の規定による排除措置命令を行ったとき。ただし、排除措置命令に対し、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）第３条第１項の規定により抗告訴訟を提起した場合を除く。

　(4) 公正取引委員会が、独占禁止法第62条第１項の規定による課徴金納付命令を行ったとき。ただし、課徴金納付命令に対し、行政事件訴訟法第３条第１項の規定により抗告訴訟を提起した場合を除く。

　(5) 前２号の抗告訴訟を提起し、その訴訟について請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。

５　前項の規定は、発注者に生じた損害の額が同項に規定する賠償金の額を超える場合において、発注者がその超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。

　（賠償金等の徴収）

６　第１項の規定による違約金又は前２項の規定による賠償金の徴収については、建設工事請負契約書第59条の規定を適用する。

　（共同企業体に対する賠償の請求）

７　受注者が共同企業体であるときは、第４項中「受注者」を「受注者又は受注者の代表者若しくは構成員」と読み替える。

８　受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、発注者は、当該共同企業体の構成員であったすべての者に対して第４項の規定による賠償金を請求することができる。この場合においては、当該構成員であった者は、発注者に対して共同連帯して賠償金支払の義務を負う。
【　注　意　事　項　】
１．入札参加申込送信時の添付資料について
　本入札案件に参加される際は、「◎様式３号の５：制限付き一般競争（事後審査型）入札参加申込書」を電子入札システムにて添付の上、参加申込の送信をお願いします。
２．入札参加申込時の入札参加資格の再度確認について
　　入札参加申込書は電子入札システムを使用して送信していただきますが、送信する前には再度、添付の入札公告書等を熟読いただき、記載されている「入札参加資格」に合致するかどうかを確認して下さい。
